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第 5章　管理会計担当者のスキル構築
─負債に関連する財務的意思決定を支援するために─

藤　野　雅　史

要旨

本稿では，社会的に求められる役割を果たすために，管理会計担当者のスキルをどのよう

に構築すればよいかを考察する．管理会計担当者が身につけるスキルには，第一に，幅広い

会計知識と会計データの利用を想像する力，第二に，生産・販売・財務における主要な業務

課題の理解，第三に，統合的かつ全社的な視点からその課題をみる能力がある．それぞれの

スキルをどのように構築していくのか，これまでに公表された文献をもとに検討した．第一

のスキルについては，会計部門内でのローテーションによって幅広い業務を経験することに

よって構築することができる．そうした業務経験に加えて，研修プログラムが用意されるこ

ともあるが，研修プログラムで身につけられるのは基礎的な知識にとどまるという．第二の

スキルについては，管理会計担当者として業務部門のマネジャーとのインターラクションに

関与すること，管理会計担当者が業務部門に異動し，自らマネジャーとなって業務課題を経

験することによって構築されることがわかった．第三のスキルについては，管理会計担当者

が企業文化や経営理念と整合的な意識をもつようにすることが重要である．また，本社から

の視点と業務部門からの視点にテンションが生じるときは，情報の流れを操るテクニックを

利用することで，そのテンションを顕在化させないようにすることができる．

1．はじめに

本研究プロジェクトの背景には，以下のような問題意識がある．

「それゆえ，今後の持続可能性の観点からみると，国，地方自治体，そして企業は「負債」

を健全に返済することが求められる一方，他方で，キャッシュ・フローの管理，資金調達，

そしてその使途に関する意思決定が十分に機能していないのではないか，またステークホル

ダーに適切にその運用・管理について説明責任を果たしていないのではないか，といった疑

義があげられている」

ここに示された財務的意思決定に自ら関与するとともに，事業責任者による財務的意思決

定を支援する役割を担うのが管理会計担当者（management accountantあるいは controller）

である．管理会計担当者の役割をめぐっては，近年，国際的な研究関心が高まっているが

（Goretzki and Strauss, 2018），そのなかで明らかになってきた日本企業の特徴は管理会計担当

者の社内育成を重視することである．新卒から数十年間を同一の企業で過ごす雇用慣行をも
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つ日本企業は，管理会計担当者の育成プロセスを探索するうえで魅力的な事例を数多く提供

できる可能性が高い．

本稿では，こうした研究構想を進めるための基礎的な考察として，これまでに公表された

文献をもとに管理会計担当者が必要なスキルをどのように身につけるかを探索する．

2．管理会計担当者に求められるスキル

管理会計担当者の育成は，1954年刊行の古典ではあるが，管理会計部門のあり方を論じ

た H. A. Simonらの著書 Centralization vs. Decentralization in Organizing the Controller’s Department

のなかに 1つの章を割いて検討されている．この著書は，米国の主要企業 7社の管理会計担

当者および生産・営業などの業務部門の責任者，合計 400名以上へのインタビュー調査をも

とに執筆されたものである．その最終章において，Simonらは管理会計担当者のキャリア，

すなわち通常の昇進の経路を検証し，そのキャリアが「豊かで将来にわたって責任のある経

験を与えるように設計されているかどうか」を明らかにしようとした．このことから，米国

企業を対象とする研究ではあるが，Simon et al.（1954）は管理会計担当者の社内育成を研究

課題としていることがわかる．

Simon et al.（1954）によれば，キャリア設計をつうじて管理会計担当者が身につけるスキ

ルには次のようなものがあるという．

●　業務を管理・監督する能力

●　幅広い会計知識と会計データの利用を想像する力

●　生産・販売・財務における主要な業務課題の理解

●　統合的かつ全社的な視点からその課題をみる能力

このうち①については，管理職一般に求められるスキルであり，管理会計担当者に固有のも

のではないため，ここでは考察の対象としない．②～④が管理会計担当者であるがゆえに求

められるスキルということになる．次節以降では，②～④のそれぞれについて，最近の研究

からわかってきたことを整理していく．

3．幅広い会計知識と会計データの利用を想像する

一口に会計知識といっても，仕訳や勘定記入といった簿記の知識から，生産業務に関係す

る原価計算，そして様々な財務比率を分析する企業分析的な知識まで様々である．管理会計

担当者は，キャリアをつうじて，こうした幅広い会計知識を身につけなければならない．

幅広い会計知識を身につけるためには，会計部門内を異動して様々な業務を経験させるこ

とが指摘されてきた（Simon et al. 1954）．Simon et al.（1954）では，会計部門内のあるユニッ

トの長になる前に，キャリアの早い段階から異動を経験しておく必要があると主張する．小

池（2002）では，日本の大手電機メーカーにおける会計部門内でのローテーションが明らか

にされている．それによると，新卒で入社した会計担当者は，まずある事業部の工場で原価
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計算を 4，5年担当する（1年ずつ異なる製造部門を担当する）．その後は事業本部（場合に

よっては本社の会計部門）に異動し，そこで製造業務に加え，ある事業部の販売や資金，さ

らには損益全体を担当するようになる．一つの事業部の会計業務を一通り経験すると，別の

事業部を担当するようになる．こうして，最初は限られた製造部門の会計（原価計算）しか

わからなかったのが，異動を続けるうちに幅広い会計知識を身につけられるようになると考

えられる．

こうした業務の経験をつうじた OJT（on-the-job training）に加えて，業務外での研修

（OFF-JT）もまた会計知識の習得に有用である．小池（2002）は上と同様の事例で，8年間

にわたり年間平均 10時間に及ぶ会計担当者向けの OFF-JTコースを紹介している．しかし，

この事例の企業では，OFF-JTコースはあくまでも基礎知識や補完的な知識を習得するもの

と位置づけられているという．

注意しなければならないのは，上述した Simon et al.（1954）の②には，会計知識だけで

なく，会計データの利用を想像する力も含まれることである．会計データを利用するのは，

事業部門のマネジャーたちである．

4．生産・販売・財務における主要な業務課題の理解

管理会計担当者は，一般に，生産・販売・財務といった業務を自ら執行するのではなく，

その業務に関する戦略や計画の立案と実績の測定と評価といった PDCAサイクルに関与す

る．従来は，管理会計担当者の役割は PDCAサイクルを支援する（求められたデータを提

供する）といった受け身的なものととらえられることもあったが，近年では，「ビジネスパー

トナー」として業務部門の目標達成に積極的に関与することが求められている（Granlund 

and Lukka, 1998; Järvenpää, 2007; Kaplan 1995; Siegel, 1999, 2000）．一方で，相次ぐ会計不正を

受けて業務執行に不正が起きないようにする監視役としての役割も一層強く求められるよう

になってきた（挽，2016; Maas and Matějka, 2009）．いずれの役割を果たすためにも，業務上

の課題を理解しておくことが重要である．

業務課題を理解するためには，第一に，管理会計担当者として業務部門のマネジャーとの

インターラクションに関与すること，第二に，管理会計担当者が業務部門に異動し，自らマ

ネジャーとなって業務課題を経験することが考えられる．

4.1　業務部門マネジャーとのインターラクション

近年の研究では，新しい会計・情報システムの導入が，業務部門マネジャーとのインター

ラクションの機会をもたらすことが指摘されている．Järvenpää（2007）は，通信インフラ設

備メーカーの事例を分析し，ローリング方式の事業予測や BSC（balanced scorecard）の導入

が管理会計担当者の意識を変えたことを明らかにしている．ローリング方式は，技術革新の

速いこの業界の競争環境に適合しており，管理会計担当者の将来志向を強めることになっ
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た．また，BSCの導入によって，業務部門による非財務指標の報告にあたり管理会計担当

者が調整役を担うようになったという．管理会計担当者にとっては，業務部門とのコミュニ

ケーションの機会がもたらされたことになる．一方で，ERPの導入やシェアードサービス

化によりルーティン業務が減らされていたこともビジネス課題の理解を後押しした．しか

し，Järvenpää（2007）では，こうした機会の増加がどれだけ業務部門とのインターラクショ

ンにつながったのかは具体的には述べられていない．

Goretzki et al.（2013）もまた，ERP（enterprise resource planning：基幹業務システム）のよ

うな新しい情報システムの導入が，管理会計担当者と業務部門マネジャーとのインターラク

ションを促すことを明らかにしている．ERPは様々な業務部門のビジネスプロセスに関係

する．Goretzki et al.（2013）の調査したドイツのメーカーでは，管理会計担当者が ERPに投

入・ERPから出力されるデータのゲートキーパーとなることで社内での立場が強まり，ビ

ジネスパートナーとしての役割を果たしやすくなったという．例えば，管理会計担当者は，

営業部門が顧客との商談に使えるようなデータ分析を提供するようになった．そのために

は，どのようなデータ分析が他社との差別化につながるのかを理解していなければならな

い．こうして管理会計担当者には，「他社との差別化」という営業部門の業務課題を理解す

る力がつくことになる．

管理会計担当者を本社に集中させるのではなく，工場や営業所といった業務部門に分散的

に配置することもまた，管理会計担当者と業務部門マネジャーとのインターラクションを促

すとされてきた（Simon et al. 1954）．近年の研究でも，こうした分散的な配置を明らかにし

ている事例がいくつか知られている（Ahrens 1997; Järvenpää, 2007）．Järvenpää（2007）では，

管理会計担当者が SBU（strategic business unit：戦略事業単位）に配置されるようになった．

SBUでは，市場機会を評価したり，顧客に対応する営業チームを支援したりするために，

管理会計的な能力を必要としており，分散的な配置は SBUにも受け入れられた．一方で，

Ahrens（1997）の事例では，分散的な配置になったことで，管理会計担当者に会計部門の一

員としての責任が失われると，業務課題に対する管理会計担当者の客観性が維持されなくな

るという懸念が生じたことが指摘されている．このように，管理会計担当者の分散的な配置

が配置先の業務部門にすんなり受け入れられるのか，それとも反発を招くのか，先行研究で

は一貫した結果が得られていない．

Goretzki et al.（2013）は，分散的な配置だけでなく，業務部門に対して管理会計担当者の

価値を証明したり，管理会計担当者の意識を変えるような研修を行ったりすることが必要で

あると主張する．価値の証明としては，管理会計担当者が業務部門のマネジャーに管理会計

ツールの使い方を示したりする．管理会計担当者がプレゼンを行ったり，会議の進行役を担

うことによって，その存在感を強めることもマネジャーとのインターラクションの促進につ

ながるという．また，管理会計担当者が分散的に配置されたにもかかわらず，本社との関係

を意識してしまうときは，いったん本社に戻して，「ビジネスパートナー」のような考え方
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を再度意識づけるという．

4.2　管理会計担当者の業務部門への異動

管理会計担当者の業務部門への異動は，Simon et al.（1954）には詳しく説明されているに

もかかわらず，近年の研究ではほとんど言及されていない．Simon et al.（1954）によれば，

業務部門への異動は，まず，業務部門との効果的なコミュニケーションの確保につながるこ

とで，ビジネスパートナーとしての役割を強められるという．業務部門長が異動によって

キャリアのある時点で管理会計担当者であった経験をもっているとしよう．Simon et al.

（1954）によれば，その業務部門長は，そうした経験をもたない業務部門長よりも会計デー

タをよく利用するという．そうであれば，管理会計担当者は事業の支援者の役割を遂行しや

すくなるといえる．

監視役についても，業務部門への異動がその役割を強める可能性がある．例えば，販売部

長は，販売の重要な方針にかかわる経営計画の策定を他の部門（経理部も含む）に任せたが

らないことが多い．そうすると，その方針に関する知識を事業部の一部の部門だけがもって

いることになってしまう．このとき，経理部に販売部から異動してきた人物がいれば，経理

部はその人物をつうじて経営計画の策定に貢献することができるかもしれない．逆に，販売

部に経理部から異動した人物がいれば，その人物をつうじて販売方針に関する知識が伝えら

れるかもしれない．

このように，業務部門との異動は 2つの役割のどちらにとっても効果的である．一方で，

業務部門との異動にあたって注意しなければならないのは，製造部や販売部の関係者にとっ

て管理会計担当者としての仕事があまり魅力的だとは考えられていない可能性が高いことで

ある．会計知識の習得に低いモチベーションしかもたない人物が経理部に移動してきても，

十分なスキルを身につけないまま元の部門に戻るだけかもしれない．Simon et al.（1954）に

よれば，適切な経験を積んだ人物を経理部に引きつけるために，3つの信念があることが重

要であるという．第一に，経理部にいても製造部や販売部の関係者と密接に協力する機会が

あることである．第二に，経理部での職務は企業活動全般にわたる責任ある経験をもたらし

てくれることである．最後に，経理部内での昇進機会，あるいは製造・販売関係のポジショ

ンへの昇進機会があることである．

これらの信念を具体的にどのように管理会計担当者のキャリアに組み込んでいくのか，ま

た，そうしたキャリアがどのような経験を管理会計担当者にもたらすのか，さらなる研究が

必要である．

5．統合的かつ全社的な視点から業務課題をみる能力

前節で述べたのは，業務部門マネジャーの視点から業務課題を理解することだったのに対

して，ここでは統合的かつ全社的な視点から業務課題をみる能力が問題になる．管理会計担
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当者は本社にあって企業全体の財務数値の作成に従事するため，自然と「統合的かつ全社的

な視点」をもつようにもみえる．しかし，確実性を重んじる会計業務の特質から，管理会計

担当者が保守的な傾向をもっていたとすると，イノベーションを重視する経営理念や変化の

激しい競争環境で生き残ろうとする経営戦略のもとで，管理会計担当者が取り残されてしま

うことも考えられる．

上でも取り上げた Järvenpää（2007）や Goretzki et al.（2013）では，企業文化との適合性

を管理会計担当者がどのように取り戻すかが検討されている．Järvenpää（2007）は，既に述

べた分散的な配置に加えて，採用，研修，キャリアプランといった人事制度によって，管理

会計担当者がチャレンジ精神をもってスピーディに変化する企業文化に適合するようになっ

たという．例えば，採用方針では，分散的な配置，寛容さ，ダイナミックな精神といった責

務を明示するようになった．

近年の研究では，一方で，業務部門マネジャーの視点と全社的な視点が対立的になる場合

に生じる管理会計担当者のジレンマについても指摘されている．前節で述べたように，管理

会計担当者が分散的に配置されると，業務部門に配置された管理会計担当者はその業務部門

長の視点にしたがうのか，本社あるいは本社にいる管理会計担当者の視点を優先するのか，

ジレンマに陥ることがある．

業務部門に配置された管理会計担当者にとっては，業務部門長が直属の上司であると同時

に，本社の管理会計担当者も上司にあたる．事実上 2人の上司がいることになる．このとき，

業務部門に不利な事態が起こったが，業務部門長はまだ本社に介入されたくないとする．こ

の業務部門の管理会計担当者は，業務部門に起こった不利な事態を本社の管理会計担当者に

伝えるのか，それとも業務部門長への忠誠を重んじてまずは業務部門内での事態の収拾に専

念するのか．管理会計担当者はジレンマに直面する．

このジレンマへの管理会計担当者の対応を検討した 2つの研究論文をみてみよう．Maas 

& Matějka（2009）は，業務部門の管理会計担当者（原語は business unit controller）へのイン

タビューと質問票調査によって，本社への忠誠を果たすようにプレッシャーを強めたときの

影響を検討している．調査の結果，本社への忠誠を果たすプレッシャーが強まると，かえっ

て業務部門の管理会計担当者による報告の誤りが増加することが明らかになった．業務部門

の管理会計担当者は，業務部門長を支援したい思いが強く，本社からのプレッシャーを強め

ると，役割のコンフリクトを感じるようになるためである．

Goretzki, Lukka and Messner（2018）もまた，業務部門の管理会計担当者を調査対象にして

いる．インタビュー調査をつうじて，2つの異なる視点に直面した管理会計担当者が，どの

ように情報の流れを操るテクニックを利用するかを明らかにした．彼らは様々なテクニック

を示しているが，ここでは 3つだけを紹介する．第一に，タイミング調整である．例えば，

業務部門の目標達成が危ぶまれるとき，管理会計担当者は本社が介入するまでの時間を稼い

で業務部門を守ろうとする．それでも問題が続くときは，その問題をなぜ本社に伝えなけれ
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ばならないかを業務部門長に説明する．第二に，チャネル調整である．業務部門の管理会計

担当者は業務部門の重要な事実を本社に報告するが，そのときには事前の会議で業務部門長

にそのことを知らせておく．これは業務部門長との信頼関係を保って，業務部門が事実を隠

そうとしないようにするためでもある．最後に，本社管理会計担当者とのギブアンドテイク

である．業務部門の管理会計担当者はあえてセンシティブな業務部門の情報を本社に提供す

ることで貸しを作ることがある．この貸しは，本社の経営トップに知られたくない情報の報

告を遅らせるときに相殺されることが多い．

6．まとめ

本稿では，負債に関連する財務的意思決定を支援する管理会計担当者のスキルをどのよう

に構築すればよいかを考察してきた．管理会計担当者が身につけるスキルには，第一に，幅

広い会計知識と会計データの利用を想像する力，第二に，生産・販売・財務における主要な

業務課題の理解，第三に，統合的かつ全社的な視点からその課題をみる能力がある（Simon 

et al. 1954）．前節までに，3つのスキルをそれぞれどのように構築していくのか，これまで

に公表された文献をもとに検討した．文献の検討からわかったことは以下のとおりである．

第一のスキルについては，会計部門内でのローテーションによって幅広い業務を経験する

ことによって構築することができる．そうした業務経験に加えて，研修プログラムが用意さ

れることもあるが，研修プログラムで身につけられるのは基礎的な知識にとどまるという．

第二のスキルについては，管理会計担当者として業務部門のマネジャーとのインターラク

ションに関与すること，管理会計担当者が業務部門に異動し，自らマネジャーとなって業務

課題を経験することによって構築されることがわかった．第三のスキルについては，管理会

計担当者が企業文化や経営理念と整合的な意識をもつようにすることが重要である．また，

本社からの視点と業務部門からの視点にテンションが生じるときは，情報の流れを操るテク

ニックを利用することで，そのテンションを顕在化させないようにすることができる．
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